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第一部 【企業情報】

 

第１ 【企業の概況】

 

１ 【主要な経営指標等の推移】
 

回次
第105期

中間会計期間
第106期

 中間会計期間 
第105期

会計期間
自 2025年４月１日
至 2025年９月30日

自 2026年４月１日
至 2026年９月30日

自 2025年４月１日
至 2026年３月31日

売上高 (千円) 12,495,769 12,597,988 37,351,144

経常利益又は経常損失（△） (千円) △1,802,031 △1,716,938 1,599,155

当期純利益又は中間純損失（△） (千円) △1,327,419 △1,217,380 917,517

持分法を適用した場合の投資損失
（△）

(千円) △23,301 － △311,111

資本金 (千円) 7,469,402 7,469,402 7,469,402

発行済株式総数 (株) 5,976,205 5,976,205 5,976,205

純資産額 (千円) 26,174,073 27,918,607 28,752,352

総資産額 (千円) 46,288,803 52,284,206 50,094,059

１株当たり当期純利益金額又は１
株当たり中間純損失金額（△）

(円) △229.81 △212.94 159.11

潜在株式調整後１株当たり
中間(当期)純利益金額

(円) － － －

１株当たり配当額 (円) － － 75.00

自己資本比率 (％) 56.55 53.40 57.40

営業活動による
キャッシュ・フロー

(千円) 1,207,450 708,014 6,191,551

投資活動による
キャッシュ・フロー

(千円) △2,055,711 △625,029 △6,261,436

財務活動による
キャッシュ・フロー

(千円) △50,825 △470,955 308,384

現金及び現金同等物の
中間期末(期末)残高

(千円) 1,716,580 2,466,210 2,854,185
 

(注) １．第106期中間会計期間の持分法を適用した場合の投資損失については、持分法を適用すべき重要な関連会社

がないため、記載を省略しております。

２．潜在株式調整後１株当たり中間純利益金額については、１株当たり中間純損失であり、また、潜在株式が存

在しないため記載しておりません。

３．潜在株式調整後１株当たり当期純利益金額については、潜在株式が存在しないため記載しておりません。

 
２ 【事業の内容】

当中間会計期間において、当社において営まれている事業の内容について、重要な変更はありません。
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第２ 【事業の状況】

 

１ 【事業等のリスク】

当中間会計期間において、当半期報告書に記載した事業の状況、経理の状況等に関する事項のうち、経営者が会社

の財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況に重要な影響を与える可能性があると認識している主要なリス

クの発生又は前事業年度の有価証券報告書に記載した「事業等のリスク」についての重要な変更はありません。

 

２ 【経営者による財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況の分析】

文中の将来に関する事項は、当中間会計期間の末日現在において判断したものであります。

(1) 業績の状況

当中間会計期間におけるわが国経済は、インバウンド需要や雇用・所得環境の改善を背景に、緩やかな回復基調

で推移しました。一方で、原材料価格の高止まりや地政学リスクの継続に加え、長期化する物価上昇による消費者

の節約志向も根強く、依然として先行き不透明な状況が続いております。

このような状況のもと、当社は「中期経営計画－中村屋2027ビジョン－」に基づき、構造改革と売上拡大の基盤

づくりを進めてまいりました。その結果、構造改革に成果が現れてきたため、当中間会計期間は売上の拡大を中心

に事業展開を行いました。菓子ビジネスでは、日常使いの‘デイリー菓子’の定番化を目指し、商品の拡充などの

施策を行いました。中華まんビジネスでは、季節限定の新商品を展開するとともに、お客様の用途・ニーズに合わ

せた提案を行い、中華まんが年間を通じた食として定着するための取組みを継続しました。食品ビジネスでは、家

庭用食品・業務用食品ともに、新商品の投入やレストランで培った調理技術を活かした商品の開発・提案を通じ、

売上の拡大に努めました。また、原材料価格高騰に対応するべく、不採算商品、不採算販路の集約などによる生産

性向上や業務効率化によるコスト削減を図るとともに、一部の商品において価格改定や規格変更を実施し、利益の

確保に努めました。

以上のような営業活動の結果、当中間会計期間の売上高は、12,597,988千円 前年同期に対し102,219千円、0.8％

の増収となりました。

利益面では、前年の基幹システムの更新による一時的な費用負担が減少した影響により、営業損失は1,880,441千

円 前年同期に対し49,690千円の改善、経常損失は1,716,938千円 前年同期に対し85,092千円の改善、中間純損失は

1,217,380千円 前年同期に対し110,039千円の改善となりました。

 
セグメントの業績を示すと、次のとおりであります。

① 菓子事業

菓子類では、ギフト商品において新商品「水まんじゅう」の発売及び「あんみつ」「本生水ようかん」の改良

により自家需要への対応強化を図るとともに、カジュアルギフト市場への取組みとして「夏いろか」の拡販に努

めました。

中華まん類では、量販店販路向けの中華まんにおいて、店頭でお客様の目を引く商品として「辛旨肉まん」を

発売し、春夏期の需要喚起及び認知拡大に取り組みました。

店舗展開では、キャラメルスイーツ専門店「CARAMEL MONDAY」において、主力商品の「ダブルキャラメルムー

ン」を暑い時期でも食べやすい仕立てで期間限定発売し、需要の取り込みに努めました。

新宿中村屋本店「スイーツ＆デリカBonna」では、６月12日の「恋と革命のインドカリーの日」に「スパイス香

るあんコロッケ」を数量限定で販売し、お客様からご好評をいただきました。

以上のような営業活動を行いましたが、菓子事業全体の売上高は7,174,552千円、前年同期に対し12,010千円、

0.2％の減収となり、営業損失は1,247,933千円、前年同期に対し6,055千円の減益となりました。

② 食品事業

家庭用食品では、前年度に新発売した“濃密な濃厚感”が味わえるレトルトカレー「THE濃厚」シリーズの第４

弾「THE濃厚 芳醇マイルド」、辛さと香りを別添の「麻辣スパイス」で好みに合わせて調節できる中華調理用

ソース「辛香自在 麻婆豆腐」の拡販に努め、多様化するニーズに対応しました。

業務用食品では、コンビニエンスストアチェーンへの弁当用カレーソースがメディアで紹介され、増収に貢献

しました。

新宿中村屋本店「レストラン＆カフェManna」「カジュアルダイニングGranna」では「恋と革命のインドカリー

の日」に合わせ期間限定メニューの提供や賞味会イベントを開催しました。

以上のような営業活動を行った結果、食品事業全体の売上高は4,969,796千円、前年同期に対し120,267千円、

2.5％の増収となったものの、営業利益は242,664千円、前年同期に対し74,176千円の減益となりました。
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③ 不動産賃貸事業

不動産賃貸事業では、商業ビル「新宿中村屋ビル」において、適切な施設管理による快適な商業空間の提供に

努め、満室稼働を維持しました。

また、武蔵工場（埼玉県入間市）の敷地の一部及び旧東京事業所敷地（東京都渋谷区）から地代収入を得るこ

とで、保有する土地を有効に活用しました。

以上のような営業活動を行いましたが、売上高は453,639千円、前年同期に対し6,038千円、1.3％の減収、営業

利益は220,533千円、前年同期に対し4,996千円の減益となりました。

 

(2) 財政状態の概況

当中間会計期間末における総資産は、現金及び預金の減少387,974千円、建設仮勘定の減少282,232千円等があり

ましたが、投資有価証券の増加1,168,734千円、商品及び製品の増加759,581千円、前払年金費用の増加420,861千円

等により、前事業年度末に比べ2,190,147千円増加し、52,284,206千円となりました。

負債は、未払法人税等の減少360,019千円、繰延税金負債の減少198,915千円等がありましたが、長期前受収益の

増加3,317,047千円等により、前事業年度末に比べ3,023,892千円増加し、24,365,599千円となりました。

純資産は、その他有価証券評価差額金の増加795,143千円等がありましたが、中間純損失1,217,380千円、剰余金

の配当428,595千円による利益剰余金の減少等により、前事業年度末に比べ833,745千円減少し、27,918,607千円と

なりました。

 
(3) キャッシュ・フローの状況

当中間会計期間末における現金及び現金同等物は、前事業年度末に比べ、387,975千円減少し、2,466,210千円と

なりました。

区分ごとのキャッシュ・フローの状況は以下のとおりであります。

（営業活動によるキャッシュ・フロー)

当中間会計期間における営業活動によるキャッシュ・フローは、708,014千円の収入（前年同期は1,207,450千

円の収入）となりました。これは主に、税引前中間純損失△1,769,181千円、棚卸資産の増加額△1,163,286千

円、前払年金費用の増加額△420,861千円等があったものの、長期前受収益の増加額3,317,047千円、減価償却費

779,860千円等があったことによるものです。

（投資活動によるキャッシュ・フロー)

当中間会計期間における投資活動によるキャッシュ・フローは、625,029千円の支出（前年同期は2,055,711千

円の支出）となりました。これは主に、有形固定資産の取得による支出△530,678千円等があったことによるもの

です。

（財務活動によるキャッシュ・フロー)

当中間会計期間における財務活動によるキャッシュ・フローは、470,955千円の支出（前年同期は50,825千円の

支出）となりました。これは主に、配当金の支払額△425,084千円等があったことによるものです。

 
(4) 優先的に対処すべき事業上及び財務上の課題

当中間会計期間において新たに発生した優先的に対処すべき事業上及び財務上の課題はありません。

なお、当社は財務および事業の方針の決定を支配する者の在り方に関する基本方針を定めており、その内容等

（会社法施行規則第118条第３号に掲げる事項）は次のとおりです。

①会社の支配に関する基本方針の内容

上場会社である当社の株式は、株式市場を通じて多数の株主、投資家の皆様による自由な取引が認められてい

るものであり、当社の株式に対する大規模な買付行為や買付提案がなされた場合においても、当社の企業価値ひ

いては株主共同の利益の確保・向上に資するものである限り、これを一概に否定するものではありません。

一方で、当社は、2021年12月の創業120年を機に理念体系を刷新し、新たな経営理念として「真の価値を追求

し、その喜びを分かち合う」を掲げました。当社は、創意工夫と挑戦を通じて暮らしに溶け込む食を提案すると

ともに、長年培った新宿中村屋ブランドの価値向上を最優先に努めています。加えて、環境への配慮およびス

テークホルダーとの信頼関係の構築に努めることにより、企業価値ひいては株主共同の利益の確保・向上に取り

組んでおります。

しかしながら、わが国の資本市場における株式の大規模な買付行為や買付提案の中には、その目的等からみて

企業価値ひいては株主共同の利益に対する明白な侵害をもたらすもの、株主の皆様に株式の売却を事実上強要す

る恐れがあるもの、対象会社の取締役会や株主の皆様が買付けの条件について検討し、あるいは対象会社の取締
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役会が代替案を提案しまたは買付者の提示した条件よりも有利な条件をもたらすために必要かつ十分な時間や情

報を買付者が提供しないもの等、対象会社の企業価値ひいては株主共同の利益に資さないものも少なくありませ

ん。

当社は、上記の例を含め、当社の企業価値ひいては株主共同の利益を毀損する恐れのある大規模な買付等を行

う者は、当社の財務及び事業の方針の決定を支配する者としては適切でないと考えております。

②基本方針の実現に資する取組みの概要

当社は、2023年に策定した「中期経営計画－中村屋2027ビジョン－」で掲げた戦略に基づき、経営目標達成に

向けた取組みを進めております。

具体的には、中華まんビジネスでは、中華まんが年間を通じて「手軽に食べられる食」として定着するための

取組みを続けるとともに、発酵・包餡技術を活かした新商品を開発・発売しております。食品ビジネスにおいて

は、事業拡大に向けた営業戦略の見直しや新定番となるレトルト食品の創出に努めるとともに、調理技術の効果

的な活用と原材料高騰への対応を目的とした規格の見直しを行っております。菓子ビジネスにおいては、日常使

いの‘デイリー菓子’定着に向けてラインナップの充実を進めるとともに、利益改善のための商品政策の見直し

や物流・営業体制の効率化に取り組んでおります。

また、「ものづくり」に関する技能伝承のためのマイスター制度や社内コミュニケーションの促進によってエ

ンゲージメントを高め、人的資本の最大化を図り、戦略を着実に実行しております。さらに、食の安全・安心を

確保するための品質保証体制の強化を進めております。以上の取組みを通じて利益体質のビジネスモデルに変革

させ、企業としての価値向上および財務的な体力の強化を実現しております。

③会社の支配に関する基本方針に照らして不適切な者によって当社の財務及び事業の方針の決定が支配されること

を防止するための取組み

当社は、2026年５月20日開催の取締役会において、「当社株式の大規模買付行為に関する対応策」の一部を変

更（以下、変更後の対応方針を「本プラン」といいます。）し、継続することを決議し、2026年６月26日開催の

当社第105回定時株主総会において株主の皆様にご承認いただき継続しております。

その概要は以下のとおりです。

（イ）当社株式の大規模買付行為等

本プランの対象となる当社株式の買付けとは、特定株主グループの議決権割合を20％以上とすることを目的

とする当社株券等の買付けその他の取得行為、もしくは、結果として特定株主グループの議決権割合が20％以

上となる当社株券等の買付けその他の取得行為、またはこれらに類似する行為をいい、かかる行為を自ら単独

でまたは他の者と共同ないし協調して行うまたは行おうとする者を大規模買付者といいます。

（ロ）大規模買付ルール

大規模買付ルールとは、事前に大規模買付者が取締役会に対して必要かつ十分な情報を提供し、取締役会に

よる一定の評価期間が経過した後に大規模買付行為を開始するというものです。

（ハ）大規模買付行為がなされた場合の対応

大規模買付者が大規模買付ルールを遵守した場合には、当社取締役会は、仮に当該大規模買付行為に反対で

あったとしても、当該買付提案についての反対意見を表明したり、代替案を提示するなど、株主の皆様を説得

するに留め、原則として当該大規模買付行為に対する対抗措置は講じません。

ただし、大規模買付ルールを遵守しない場合や、遵守されている場合であっても、当該大規模買付行為が、

当社に回復し難い損害をもたらすなど、当社の企業価値ひいては株主共同の利益を著しく損なうと当社取締役

会が判断する場合には、対抗措置の発動を決定することがあります。

（ニ）対抗措置の合理性及び公正性を担保するための制度及び手続

大規模買付ルールが遵守されたか否か、あるいは大規模買付ルールが遵守された場合でも、大規模買付行為

が当社の企業価値ひいては株主共同の利益を著しく損なうものであることを理由として対抗措置を講じるか否

かについては、当社取締役会が最終的な判断を行いますが、本プランを適正に運用し、取締役会によって恣意

的な判断がなされることを防止し、その判断の客観性・合理性を担保するため、独立委員会を設置いたしま

す。

当社取締役会は、対抗措置の発動に先立ち、独立委員会に対し対抗措置の発動の是非について諮問し、独立

委員会は、当社の企業価値ひいては株主共同の利益の向上の観点から大規模買付行為について慎重に評価・検

討のうえで、当社取締役会に対し対抗措置を発動することができる状態にあるか否かについての勧告を行うも

のとします。

（ホ）本プランの有効期間等

本プランの有効期限は、第105回定時株主総会の終結の時から３年以内に終了する事業年度のうち最終のもの
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に関する定時株主総会終結の時までとします。 

ただし、本プランは、①当社株主総会において本プランを廃止する旨の決議が行われた場合、②当社取締役

会により本プランを廃止する旨の決議が行われた場合には、その時点で廃止されるものとします。

④本プランの合理性の概要

会社の支配に関する基本方針の実現に資する取組みは、当社の企業価値ひいては株主共同の利益を向上させ

るための施策であり、まさに会社の支配に関する基本方針に沿うものであります。

また、本プランは、「買収への対応方針に関する指針の要件を充足していること」「株主共同の利益の確

保・向上の目的をもって導入されていること」「株主意思を尊重するものであること」「独立性の高い社外者

の判断を重視するものであること」「デッドハンド型やスローハンド型の対応方針ではないこと」等、会社の

支配に関する基本方針に沿い、当社の企業価値ひいては株主共同の利益に合致し、当社の会社役員の地位の維

持を目的とするものではないと考えております。

本プランの詳細につきましては、インターネット上の当社ウェブサイト

（https://www.nakamuraya.co.jp）に掲載しております。

 

(5) 研究開発活動

当中間会計期間の研究開発費の総額は369,434千円であります。

なお、当中間会計期間において、当社の研究開発活動の状況に重要な変更はありません。

 

３ 【重要な契約等】

当中間会計期間において、重要な契約等の決定又は締結等はありません。
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第３ 【提出会社の状況】

 

１ 【株式等の状況】

(1) 【株式の総数等】

① 【株式の総数】

 

種類 発行可能株式総数(株)

普通株式 19,904,400

計 19,904,400
 

 
② 【発行済株式】

 

種類
中間会計期間末
現在発行数(株)
(2026年９月30日)

提出日現在発行数(株)
(2026年11月11日)

上場金融商品取引所
名又は登録認可金融
商品取引業協会名

内容

普通株式 5,976,205 5,976,205 東京証券取引所
スタンダード市場

単元株式数は100株であり
ます。

計 5,976,205 5,976,205 － －
 

 

(2) 【新株予約権等の状況】

① 【ストックオプション制度の内容】

該当事項はありません。

 
② 【その他の新株予約権等の状況】

該当事項はありません。

 
(3) 【行使価額修正条項付新株予約権付社債券等の行使状況等】

該当事項はありません。

 
(4) 【発行済株式総数、資本金等の推移】

 

年月日
発行済株式
総数増減数
(株)

発行済株式
総数残高
(株)

資本金

増減額

(千円)

資本金

残高

(千円)

資本準備金
増減額
(千円)

資本準備金
残高
(千円)

2026年９月30日 － 5,976,205 － 7,469,402 － 6,410,455
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(5) 【大株主の状況】

  2026年９月30日現在

氏名又は名称 住所
所有株式数
(千株)

発行済株式
(自己株式を除
く。)の総数に
対する所有株式
数の割合(％)

中村屋取引先持株会 東京都新宿区西新宿六丁目24番１号 658 11.5

日本マスタートラスト信託銀行
株式会社（信託口）

東京都港区赤坂一丁目８番１号 483 8.4

株式会社みずほ銀行 東京都千代田区大手町一丁目５番５号 279 4.9

三井不動産株式会社 東京都中央区日本橋室町二丁目１番１号 180 3.1

株式会社ニップン 東京都千代田区麹町四丁目８番地 130 2.3

日東富士製粉株式会社 東京都中央区新川一丁目28番23号 124 2.2

株式会社日本カストディ銀行
（信託口）

東京都中央区晴海一丁目８番12号 120 2.1

株式会社三菱ＵＦＪ銀行 東京都千代田区丸の内一丁目４番５号 115 2.0

中村屋従業員持株会 東京都新宿区西新宿六丁目24番１号 92 1.6

株式会社セブン－イレブン・
ジャパン

東京都千代田区二番町８番地８ 70 1.2

計 ― 2,251 39.3
 

 
(6) 【議決権の状況】

① 【発行済株式】

    2026年９月30日現在

区分 株式数(株) 議決権の数(個) 内容

無議決権株式  － － －

議決権制限株式(自己株式等)  － － －

議決権制限株式(その他)  － － －

完全議決権株式(自己株式等)
（自己保有株式）
　普通株式

256,100 － －

完全議決権株式(その他) 　普通株式 5,673,800 56,738 －

単元未満株式 　普通株式 46,305 － －

発行済株式総数  5,976,205 － －

総株主の議決権  － 56,738 －
 

（注）１．「完全議決権株式(その他)」欄の普通株式には、証券保管振替機構名義の株式が300株（議決権の数３　

個)含まれております。

　　　２．「単元未満株式」欄の普通株式には、自己株式91株が含まれています。

 
② 【自己株式等】

  2026年９月30日現在

所有者の氏名
又は名称

所有者の住所
自己名義
所有株式数
(株)

他人名義
所有株式数
(株)

所有株式数
の合計
(株)

発行済株式
総数に対する
所有株式数
の割合(％)

（自己保有株式）
株式会社中村屋

東京都新宿区
新宿三丁目26番13号

256,100 － 256,100 4.3

計 － 256,100 － 256,100 4.3
 

（注）2026年６月26日開催の取締役会決議により、譲渡制限付株式報酬として、2026年７月24日付で自己株式5,479株を

処分しております。
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２ 【役員の状況】

前事業年度の有価証券報告書提出日後、当中間会計期間における役員の異動は、次のとおりであります。

(1) 新任役員

 

役職名 氏名 生年月日 略歴 任期
所有
株式数
（株）

就任年月日

取締役兼
執行役員
経営推進部
門統括部長

齊藤　正樹 1965年３月13日

1987年４月 当社入社

(注)２ 1,593 2026年６月26日

2009年４月 当社本店長

2011年４月 当社本店事業開発準備室長

2014年10月 当社新宿ビル店舗営業部長

2016年４月 当社事業開発推進室長

2018年４月 当社経営企画室長

2020年４月 当社広報・ＣＳＲ部長

2023年４月 当社内部監査室長

2024年４月 当社監査役

2026年６月 当社取締役兼執行役員経営
推進部門統括部長〈現任〉

取締役 金井　直美 1977年12月15日

2000年４月 大和証券株式会社入社

(注)２ 100 2026年６月26日

2002年１月 オリックス株式会社入社

2007年２月 グラッドストーン株式会社
取締役

2010年５月 One Equity Partners 

Advisor
2018年４月 アルク・ジャパン株式会社

取締役
2022年10月 グラッドストーン株式会社

代表取締役〈現任〉
2025年７月 ペロブスカイトシステムズ

株式会社顧問〈現任〉

2026年６月 当社取締役〈現任〉

常勤監査役 竹下　裕二 1966年２月11日

1988年４月 当社入社

(注)３ 2,300 2026年６月26日2022年４月 当社総務・法務部長

2026年６月 当社監査役〈現任〉
 

(注) １．取締役 金井 直美は、社外取締役であります。

２．取締役の任期は、就任の時から2027年３月期に係る定時株主総会終結の時までであります。

３．常勤監査役　竹下 裕二の任期は、就任の時から2028年３月期に係る定時株主総会終結の時まででありま

す。

　

(2) 退任役員

 

役職名 氏名 退任年月日

取締役兼専務執行役員
 経営全般担当兼品質保証室管掌 鍵山　敏彦 2026年６月26日

取締役 中山　弘子 2026年６月26日

常勤監査役 齊藤　正樹 2026年６月26日
 

　

(3) 役職の異動

 

新役職名 旧役職名 氏名 異動年月日

取締役兼執行役員
ものづくり・成長戦略担当兼
事業開発室統括室長

取締役兼執行役員
経営推進部門統括部長兼
海外事業開発室統括室長

弘中　雅裕 2026年６月26日

 

　

(4) 異動後の役員の男女別人数及び女性の比率

　

男性7名　女性1名　（役員のうち女性の比率12.5％）
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第４ 【経理の状況】

 

１．中間財務諸表の作成方法について

当社の中間財務諸表は、「財務諸表等の用語、様式及び作成方法に関する規則」(昭和38年大蔵省令第59号。以下

「財務諸表等規則」という。)に基づいて作成しております。

また、当社は、金融商品取引法第24条の５第１項の表の第１号の上欄に掲げる会社に該当し、財務諸表等規則第１

編及び第３編の規定により第１種中間財務諸表を作成しております。

 
 

２．監査証明について

当社は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、中間会計期間(2026年４月１日から2026年９月30日ま

で)に係る中間財務諸表について、Mooreみらい監査法人による期中レビューを受けております。

 

 
３．中間連結財務諸表について

当社は、子会社がありませんので、中間連結財務諸表は作成しておりません。
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１ 【中間財務諸表】

(1) 【中間貸借対照表】

           (単位：千円)

          
前事業年度

(2026年３月31日)
当中間会計期間
(2026年９月30日)

資産の部   

 流動資産   

  現金及び預金 2,855,404 2,467,430

  売掛金 4,110,906 4,145,882

  商品及び製品 1,699,947 2,459,528

  仕掛品 21,644 52,202

  原材料及び貯蔵品 1,611,675 1,984,823

  その他 700,477 790,473

  貸倒引当金 － △37

  流動資産合計 11,000,054 11,900,303

 固定資産   

  有形固定資産   

   建物（純額） 6,640,809 6,888,791

   構築物（純額） 580,694 554,626

   機械及び装置（純額） 1,921,653 1,796,667

   車両運搬具（純額） 728 604

   工具、器具及び備品（純額） 189,606 209,267

   土地 14,510,193 14,510,193

   リース資産（純額） 751,537 626,516

   建設仮勘定 362,165 79,933

   有形固定資産合計 24,957,386 24,666,597

  無形固定資産   

   その他 473,719 455,614

   無形固定資産合計 473,719 455,614

  投資その他の資産   

   投資有価証券 8,549,729 9,718,463

   関係会社株式 131,021 131,021

   前払年金費用 405,342 826,203

   長期性預金 4,000,000 4,000,000

   その他 578,437 587,745

   貸倒引当金 △1,631 △1,740

   投資その他の資産合計 13,662,899 15,261,692

  固定資産合計 39,094,004 40,383,902

 資産合計 50,094,059 52,284,206
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           (単位：千円)

          
前事業年度

(2026年３月31日)
当中間会計期間
(2026年９月30日)

負債の部   

 流動負債   

  買掛金 1,267,299 1,504,690

  短期借入金 1,000,000 1,000,000

  リース債務 90,890 89,874

  未払金 1,471,358 1,505,570

  未払費用 421,480 474,377

  未払法人税等 413,257 53,238

  賞与引当金 582,305 586,010

  その他 496,917 510,704

  流動負債合計 5,743,504 5,724,464

 固定負債   

  リース債務 366,328 321,698

  繰延税金負債 4,518,052 4,319,137

  退職給付引当金 387,032 317,426

  資産除去債務 103,244 142,279

  長期前受収益 9,693,842 13,010,889

  受入保証金 529,704 529,706

  固定負債合計 15,598,203 18,641,135

 負債合計 21,341,707 24,365,599

純資産の部   

 株主資本   

  資本金 7,469,402 7,469,402

  資本剰余金   

   資本準備金 6,410,455 6,410,455

   その他資本剰余金 1,688,664 1,688,443

   資本剰余金合計 8,099,120 8,098,898

  利益剰余金   

   その他利益剰余金   

    固定資産圧縮積立金 2,998,728 2,962,286

    別途積立金 5,204,932 5,204,932

    繰越利益剰余金 1,631,341 21,808

   利益剰余金合計 9,835,001 8,189,026

  自己株式 △837,160 △819,851

  株主資本合計 24,566,363 22,937,475

 評価・換算差額等   

  その他有価証券評価差額金 4,185,989 4,981,131

  評価・換算差額等合計 4,185,989 4,981,131

 純資産合計 28,752,352 27,918,607

負債純資産合計 50,094,059 52,284,206
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(2) 【中間損益計算書】

           (単位：千円)

          前中間会計期間
(自 2025年４月１日
　至 2025年９月30日)

当中間会計期間
(自 2026年４月１日
　至 2026年９月30日)

売上高 12,495,769 12,597,988

売上原価 8,943,531 9,102,439

売上総利益 3,552,237 3,495,549

販売費及び一般管理費   

 販売費 ※１  4,251,745 ※１  4,280,284

 一般管理費 ※１  1,230,623 ※１  1,095,706

 販売費及び一般管理費合計 ※１  5,482,368 ※１  5,375,990

営業損失（△） △1,930,131 △1,880,441

営業外収益   

 受取配当金 112,739 125,465

 受取保険金 4,974 10,607

 その他 19,359 40,638

 営業外収益合計 137,073 176,710

営業外費用   

 支払利息 7,344 12,063

 その他 1,628 1,144

 営業外費用合計 8,972 13,207

経常損失（△） △1,802,031 △1,716,938

特別利益   

 資産除去債務戻入益 93,185 －

 特別利益合計 93,185 －

特別損失   

 固定資産除却損 3,262 4,476

 減損損失 4,557 12,443

 関係会社株式評価損 146,835 －

 工場再編関連費用 － 35,324

 特別損失合計 154,653 52,243

税引前中間純損失（△） △1,863,499 △1,769,181

法人税、住民税及び事業税 14,545 13,103

法人税等調整額 △550,624 △564,904

法人税等合計 △536,079 △551,801

中間純損失（△） △1,327,419 △1,217,380
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(3) 【中間キャッシュ・フロー計算書】

           (単位：千円)

          前中間会計期間
(自 2025年４月１日
　至 2025年９月30日)

当中間会計期間
(自 2026年４月１日
　至 2026年９月30日)

営業活動によるキャッシュ・フロー   

 税引前中間純損失（△） △1,863,499 △1,769,181

 減価償却費 885,788 779,860

 減損損失 4,557 12,443

 資産除去債務戻入益 △93,185 －

 貸倒引当金の増減額（△は減少） － 146

 賞与引当金の増減額（△は減少） △134,080 3,705

 退職給付引当金の増減額（△は減少） △205,319 △69,607

 前払年金費用の増減額（△は増加） △182,746 △420,861

 受取利息及び受取配当金 △113,244 △149,867

 支払利息 7,344 12,063

 為替差損益（△は益） 689 △31

 有形固定資産除却損 3,262 4,476

 関係会社株式評価損 146,835 －

 売上債権の増減額（△は増加） 522,621 △34,976

 棚卸資産の増減額（△は増加） △1,459,283 △1,163,286

 仕入債務の増減額（△は減少） 419,423 237,392

 未払金の増減額（△は減少） 82,921 189,598

 未払消費税等の増減額（△は減少） △127,980 △97,702

 前受収益の増減額（△は減少） 117,736 117,735

 長期前受収益の増減額（△は減少） 3,317,047 3,317,047

 その他 △250,009 △55,349

 小計 1,078,877 913,606

 利息及び配当金の受取額 111,942 137,316

 利息の支払額 △7,344 △12,063

 法人税等の支払額 △11,436 △330,844

 法人税等の還付額 35,411 －

 営業活動によるキャッシュ・フロー 1,207,450 708,014

投資活動によるキャッシュ・フロー   

 有形固定資産の取得による支出 △1,927,973 △530,678

 無形固定資産の取得による支出 △169,934 △77,478

 投資有価証券の取得による支出 △6,986 △7,603

 投融資による支出 △911 △9,832

 投融資の回収による収入 50,093 562

 投資活動によるキャッシュ・フロー △2,055,711 △625,029

財務活動によるキャッシュ・フロー   

 短期借入金の純増減額（△は減少） 400,000 －

 リース債務の返済による支出 △47,914 △45,645

 自己株式の取得による支出 △1,918 △349

 自己株式の処分による収入 － 123

 配当金の支払額 △400,993 △425,084

 財務活動によるキャッシュ・フロー △50,825 △470,955

現金及び現金同等物に係る換算差額 △1 △5

現金及び現金同等物の増減額（△は減少） △899,087 △387,975

現金及び現金同等物の期首残高 2,615,667 2,854,185

現金及び現金同等物の中間期末残高 ※１  1,716,580 ※１  2,466,210
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【注記事項】

(会計上の見積りの変更)

（退職給付に係る会計処理の数理計算上の差異の費用処理年数の変更）

退職給付に係る会計処理の数理計算上の差異の費用処理年数について、従来、従業員の平均残存勤務期間以内の

一定の年数として11年で費用処理しておりましたが、平均残存勤務期間がこれを下回ったため、当中間会計期間よ

り費用処理年数を９年に変更しております。

この結果、当中間会計期間の営業損失、経常損失及び税引前中間純損失はそれぞれ66,144千円減少しておりま

す。

 
（資産除去債務の見積りの変更）

事務所等の不動産賃貸借契約に伴う原状回復義務として計上している資産除去債務について、原状回復費用の新

たな情報入手に伴い、見積りの変更を行っております。見積りの変更による増加額38,624千円を変更前の資産除去

債務残高に加算しております。

なお、当該変更による当中間会計期間の損益に与える影響は軽微であります。

 
(中間損益計算書関係)

業績の季節的変動

当社の売上高は、主力商品の特性から冬季に需要が高く、上半期(４月～９月)と下半期(10月～３月)の業績に季

節的変動が生じております。

 

※１　販売費及び一般管理費のうち主要な費目及び金額は、次のとおりであります。

 前中間会計期間
(自　2025年４月１日
至　2025年９月30日)

当中間会計期間
(自　2026年４月１日
至　2026年９月30日)

荷造運搬費 1,531,722千円 1,583,570千円

役員報酬・従業員給料 1,837,735千円 1,849,153千円

賞与引当金繰入額 324,808千円 339,827千円

退職給付費用 18,747千円 △24,116千円
 

 
(中間キャッシュ・フロー計算書関係)

※１　現金及び現金同等物の中間期末残高と中間貸借対照表に掲記されている科目の金額との関係は、次のとおりで

あります。

 前中間会計期間
(自　2025年４月１日
至　2025年９月30日)

当中間会計期間
(自　2026年４月１日
至　2026年９月30日)

現金及び預金 1,717,797千円 2,467,430千円

預入期間が３か月を超える定期預金 △1,217千円 △1,220千円

現金及び現金同等物 1,716,580千円 2,466,210千円
 

 
(株主資本等関係)

前中間会計期間（自　2025年４月１日　至　2025年９月30日）

 
１．配当金支払額

決議 株式の種類
配当金の総額
(千円)

１株当たり
配当額(円)

基準日 効力発生日 配当の原資

2025年６月27日
定時株主総会

普通株式 404,341 70.00 2025年３月31日 2025年６月30日 利益剰余金
 

 
２．基準日が当中間会計期間に属する配当のうち、配当の効力発生日が当中間会計期間の末日後となるもの

該当事項はありません。
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当中間会計期間（自　2026年４月１日　至　2026年９月30日）

 
１．配当金支払額

決議 株式の種類
配当金の総額
(千円)

１株当たり
配当額(円)

基準日 効力発生日 配当の原資

2026年６月26日
定時株主総会

普通株式 428,595 75.00 2026年３月31日 2026年６月29日 利益剰余金
 

 
２．基準日が当中間会計期間に属する配当のうち、配当の効力発生日が当中間会計期間の末日後となるもの

該当事項はありません。

 
(持分法損益等）

１．関連会社に関する事項

当社が有している関連会社は、利益基準及び剰余金基準からみて重要性の乏しい関連会社であるため、記載を省略

しております。

 

２．開示対象特別目的会社に関する事項

当社は、開示対象特別目的会社を有しておりません。
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(セグメント情報等)

【セグメント情報】

Ⅰ　前中間会計期間（自　2025年４月１日　至　2025年９月30日）

１．報告セグメントごとの売上高及び利益又は損失の金額に関する情報並びに収益の分解情報

(単位:千円)

 

報告セグメント
合計

菓子事業 食品事業
不動産
賃貸事業

売上高     

一時点で移転される財又は
サービス

7,186,562 4,849,530 － 12,036,092

顧客との契約から生じる収益 7,186,562 4,849,530 － 12,036,092

その他の収益 － － 459,677 459,677

外部顧客への売上高 7,186,562 4,849,530 459,677 12,495,769

セグメント間の内部売上高
又は振替高

－ － － －

計 7,186,562 4,849,530 459,677 12,495,769

セグメント利益又は損失(△) △1,241,878 316,841 225,529 △699,508
 

(注) その他の収益は、「リース取引に関する会計基準」の範囲に含まれる不動産賃貸収入であります。

 

２．報告セグメントの利益又は損失の金額の合計額と中間損益計算書計上額との差額及び当該差額の主な内容(差異調整

に関する事項)

(単位：千円)

利　　益 金　　額

報告セグメント計 △699,508

全社費用(注) △1,230,623

中間損益計算書の営業損失(△) △1,930,131
 

(注) 全社費用は、主に報告セグメントに帰属しない一般管理費であります。

 

３．報告セグメントごとの固定資産の減損損失又はのれん等に関する情報

（固定資産に係る重要な減損損失）

「菓子事業」セグメントにおいて2,751千円、「食品事業」セグメントにおいて、1,806千円の減損損失を計上

しております。なお、当該減損損失の計上額は、当中間会計期間において4,557千円であります。
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Ⅱ　当中間会計期間（自　2026年４月１日　至　2026年９月30日）

１．報告セグメントごとの売上高及び利益又は損失の金額に関する情報並びに収益の分解情報

(単位:千円)

 

報告セグメント
合計

菓子事業 食品事業
不動産
賃貸事業

売上高     

一時点で移転される財又は
サービス

7,174,552 4,969,796 － 12,144,349

顧客との契約から生じる収益 7,174,552 4,969,796 － 12,144,349

その他の収益 － － 453,639 453,639

外部顧客への売上高 7,174,552 4,969,796 453,639 12,597,988

セグメント間の内部売上高
又は振替高

－ － － －

計 7,174,552 4,969,796 453,639 12,597,988

セグメント利益又は損失(△) △1,247,933 242,664 220,533 △784,735
 

(注) その他の収益は、「リース取引に関する会計基準」の範囲に含まれる不動産賃貸収入であります。

 
２．報告セグメントの利益又は損失の金額の合計額と中間損益計算書計上額との差額及び当該差額の主な内容(差異調整

に関する事項)

(単位：千円)

利　　益 金　　額

報告セグメント計 △784,735

全社費用(注) △1,095,706

中間損益計算書の営業損失(△) △1,880,441
 

(注) 全社費用は、主に報告セグメントに帰属しない一般管理費であります。

 

３．報告セグメントごとの固定資産の減損損失又はのれん等に関する情報

（固定資産に係る重要な減損損失）

「菓子事業」セグメントにおいて8,700千円、「食品事業」セグメントにおいて、3,744千円の減損損失を計上

しております。なお、当該減損損失の計上額は、当中間会計期間において12,443千円であります。
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(収益認識関係)

顧客との契約から生じる収益を分解した情報は、「注記事項（セグメント情報等）」に記載のとおりでありま

す。

 
(１株当たり情報)

１株当たり中間純損失金額及び算定上の基礎は、以下のとおりであります。

 

項目
前中間会計期間

(自 2025年４月１日
至 2025年９月30日)

当中間会計期間
(自 2026年４月１日
至 2026年９月30日)

   １株当たり中間純損失金額(△） △229円81銭 △212円94銭

    (算定上の基礎)   

   中間純損失金額（△）(千円) △1,327,419 △1,217,380

   普通株主に帰属しない金額(千円) － －

   普通株式に係る中間純損失金額（△）(千円) △1,327,419 △1,217,380

    普通株式の期中平均株式数(株) 5,776,075 5,716,948
 

(注) 潜在株式調整後１株当たり中間純利益金額については、１株当たり中間純損失であり、また、潜在株式が存在し

ないため記載しておりません。

 

(重要な後発事象）

該当事項はありません。

 
２ 【その他】

該当事項はありません。
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第二部 【提出会社の保証会社等の情報】

 

該当事項はありません。
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独立監査人の中間財務諸表に対する期中レビュー報告書
　

2026年11月６日

株式会社中村屋

取締役会　御中

 

Mooreみらい監査法人

東京都千代田区
 

 

指定社員

業務執行社員
 公認会計士 宇 田 川　　和　　彦  

 

 

指定社員

業務執行社員
 公認会計士 森　　田　　晃　　文  

 

　

監査人の結論

当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、「経理の状況」に掲げられている株式会社中村屋

の2026年４月１日から2027年３月31日までの第106期事業年度の中間会計期間（2026年４月１日から2026年９月30日ま

で）に係る中間財務諸表、すなわち、中間貸借対照表、中間損益計算書、中間キャッシュ・フロー計算書及び注記につ

いて期中レビューを行った。

当監査法人が実施した期中レビューにおいて、上記の中間財務諸表が、期中財務諸表に係る我が国において一般に公

正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して、株式会社中村屋の2026年９月30日現在の財政状態並びに同日をもって

終了する中間会計期間の経営成績及びキャッシュ・フローの状況を適正に表示していないと信じさせる事項が全ての重

要な点において認められなかった。

 
監査人の結論の根拠

当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる期中レビューの基準に準拠して期中レビューを行った。

期中レビューの基準における当監査法人の責任は、「中間財務諸表の期中レビューにおける監査人の責任」に記載され

ている。当監査法人は、我が国における職業倫理に関する規定（社会的影響度の高い事業体の財務諸表監査に適用され

る規定を含む。）に従って、会社から独立しており、また、監査人としてのその他の倫理上の責任を果たしている。当

監査法人は、結論の表明の基礎となる証拠を入手したと判断している。

 
中間財務諸表に対する経営者並びに監査役及び監査役会の責任

経営者の責任は、期中財務諸表に係る我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して中間財

務諸表を作成し適正に表示することにある。これには、不正又は誤謬による重要な虚偽表示のない中間財務諸表を作成

し適正に表示するために経営者が必要と判断した内部統制を整備及び運用することが含まれる。

中間財務諸表を作成するに当たり、経営者は、継続企業の前提に基づき中間財務諸表を作成することが適切であるか

どうかを評価し、期中財務諸表に係る我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に基づいて継続企業

に関する事項を開示する必要がある場合には当該事項を開示する責任がある。

監査役及び監査役会の責任は、財務報告プロセスの整備及び運用における取締役の職務の執行を監視することにあ

る。
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中間財務諸表の期中レビューにおける監査人の責任

監査人の責任は、監査人が実施した期中レビューに基づいて、期中レビュー報告書において独立の立場から中間財務

諸表に対する結論を表明することにある。

監査人は、我が国において一般に公正妥当と認められる期中レビューの基準に従って、期中レビューの過程を通じ

て、職業的専門家としての判断を行い、職業的懐疑心を保持して以下を実施する。

・　主として経営者、財務及び会計に関する事項に責任を有する者等に対する質問、分析的手続その他の期中レビュー

手続を実施する。期中レビュー手続は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して実施され

る年度の財務諸表の監査に比べて限定された手続である。

・　継続企業の前提に関する事項について、重要な疑義を生じさせるような事象又は状況に関して重要な不確実性が認

められると判断した場合には、入手した証拠に基づき、中間財務諸表において、期中財務諸表に係る我が国において

一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して、適正に表示されていないと信じさせる事項が認められない

かどうか結論付ける。また、継続企業の前提に関する重要な不確実性が認められる場合は、期中レビュー報告書にお

いて中間財務諸表の注記事項に注意を喚起すること、又は重要な不確実性に関する中間財務諸表の注記事項が適切で

ない場合は、中間財務諸表に対して限定付結論又は否定的結論を表明することが求められている。監査人の結論は、

期中レビュー報告書日までに入手した証拠に基づいているが、将来の事象や状況により、企業は継続企業として存続

できなくなる可能性がある。

・　中間財務諸表の表示及び注記事項が、期中財務諸表に係る我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の

基準に準拠していないと信じさせる事項が認められないかどうかとともに、関連する注記事項を含めた中間財務諸表

の表示、構成及び内容、並びに中間財務諸表が基礎となる取引や会計事象を適正に表示していないと信じさせる事項

が認められないかどうかを評価する。

監査人は、監査役及び監査役会に対して、計画した期中レビューの範囲とその実施時期、期中レビュー上の重要な発

見事項について報告を行う。

監査人は、監査役及び監査役会に対して、独立性についての我が国における職業倫理に関する規定を遵守したこと、

並びに監査人の独立性に影響を与えると合理的に考えられる事項、及び阻害要因を除去するための対応策を講じている

場合又は阻害要因を許容可能な水準にまで軽減するためのセーフガードを適用している場合はその内容について報告を

行う。

 
利害関係

会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

 
以 上

 
 

(注) １．上記の期中レビュー報告書の原本は当社（半期報告書提出会社）が別途保管しております。

２．XBRLデータは期中レビューの対象には含まれていません。
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